
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）
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〇
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次
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令和年月日 火曜日 第号官 報

〔
省

令
〕

〇
た
ば
こ
事
業
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
（
財
務
七
九
）

〔
規

則
〕

〇
人
事
院
規
則
一
七

〇
（
管
理
職
員
等
の

範
囲
）
の
一
部
を
改
正
す
る
人
事
院
規
則

（
人
事
院
一
七

〇

一
三
八
）

〔
告

示
〕

〇
特
定
機
器
に
係
る
適
合
性
評
価
手
続
の
結

果
の
外
国
と
の
相
互
承
認
の
実
施
に
関
す

る
法
律
第
三
十
条
の
規
定
に
基
づ
き
公
示

を
す
る
件
（
総
務
四
〇
八
）

国
家
試
験

司
法
書
士
法
第
三
条
第
二
項
第
二
号
の
規
定

に
基
づ
く
認
定
を
受
け
た
者
の
公
告

（
法
務
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁製

造
た
ば
こ
小
売
定
価
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他

〇
特
定
機
器
に
係
る
適
合
性
評
価
手
続
の
結

果
の
外
国
と
の
相
互
承
認
の
実
施
に
関
す

る
法
律
施
行
規
則
第
十
五
条
の
規
定
に
よ

り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
特
定
無
線
設

備
の
技
術
基
準
適
合
証
明
等
に
関
す
る
規

則
様
式
第
七
号
の
規
定
に
基
づ
き
登
録
外

国
適
合
性
評
価
機
関
の
区
別
及
び
そ
の
他

の
文
字
等
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す

る
件
（
同
四
〇
九
）

〇
大
韓
民
国
に
つ
い
て
の
地
域
的
な
包
括
的

経
済
連
携
協
定
の
効
力
発
生
に
関
す
る
件

（
外
務
四
一
二
）

〇
大
学
入
学
に
関
し
高
等
学
校
を
卒
業
し
た

者
と
同
等
以
上
の
学
力
が
あ
る
と
認
め
ら

れ
る
者
を
指
定
す
る
件
の
一
部
を
改
正
す

る
告
示
（
文
部
科
学
一
九
八
）

〇
家
畜
共
済
に
係
る
共
済
掛
金
標
準
率
等
を

定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
農
林
水
産
二
一
六
五
）

〇
家
畜
改
良
増
殖
法
第
十
四
条
第
一
項
第
一

号
の
証
明
書
を
発
行
す
る
こ
と
が
で
き
る

法
人
と
し
て
指
定
し
た
件（
同
二
一
六
六
）

〇
特
定
水
産
資
源（
く
ろ
ま
ぐ
ろ（
大
型
魚
））

の
採
捕
の
停
止
に
関
す
る
件

（
同
二
一
六
七
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
同
二
一
六
八
〜
二
一
七
六
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
三
一
八
、
三
一
九
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
近
畿
地
方
整
備
局
二
〇
〇
〜
二
〇
二
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

労

働

船
員
の
特
定
最
低
賃
金
の
改
正
に
係
る
交
通

政
策
審
議
会
の
意
見
に
関
す
る
公
示

（
国
土
交
通
省
最
低
賃
金
公
示
四
）
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